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価値観

ヤマトグループは、「全員経営」の精神で「運ぶ」を通して、
お客様などステークホルダーの「笑顔」を生み出し、豊かな社会の実現に貢献していく

経営構造改革プラン 「YAMATO NEXT100」

「運送」から「運創」へ。
お客様起点でイノベーションを生み出し、社会に新たな価値を創造します。

社会インフラの一員として、これからも社会の課題に正面から向き合い、
お客様、社会のニーズに応える新たな物流のエコシステムを創出することで、
次の時代も豊かな社会の創造に持続的な貢献を果たす企業となる

社訓
創業の精神とも言うべき基本的な心構えが盛り込まれており、
「グループ企業理念」の中で、この「社訓」をヤマトグループの原点として位置付けています。

経営理念
ヤマトグループが事
業を営む目的や、企
業としてこれから目
指すべき方向を表し
たものです｡

企業姿勢
「経営理念」を実現
していく上で、ヤマト
グループが社会に約
束し、常に実行する
基本となる考えを表
したものです。

社員行動指針
「経営理念」や「企
業姿勢」を踏まえ、
ヤマトグループで働く
全ての人が日々の
行動の中で、社員
としての考え方やある
べき姿を表したもの
です。

グループ企業理念

パートナー

株主

お客様

社員

地域の皆様



顧客とヤマトをデータでつなぎ、顧客の物流を最適化
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ビジネスモデル

グループ各社で保有している有形無形の経営資源を結集し、ラストマイルの強みから
上流まで一貫して手掛ける、サプライチェーン全体の変革を支援する物流パートナー

主要な経営資源

ラストマイル

付加価値

（配送以外の付加価値提案）

Lead Logistics Partner※

（トータル提案）

※Lead Logistics Partner（LLP）

顧客の物流オペレーションとその管理を代行する

3PLに留まらず、ロジスティクスやサプライチェーン

マネジメントの企画・戦略提案まで含めて、複数

パートナーと協力・連携しながら顧客の経営全体

を支援する物流事業者

宅急便を中心とした
各社の単機能売り

サプライチェーン全体に提供価値を拡大・高度化

健全な財務基盤：格付けAA-
R&I格付け投資情報センター

宅急便センター：約3,700店
営業倉庫：約110拠点
ベース店：77店
車両：約5.7万台
国内宅急便ﾈｯﾄﾜｰｸカバー率：100％

IT基盤・データ：年間約20億個の
荷物流動データを安定運用

顧客基盤：200万社超

セールスドライバー他：8万人超
EAZY CREW：1万人超
社員：約22万人

取扱店：約18万店
クロネコメンバーズ：約4,500万人
ビジネスメンバーズ：約130万社
宅急便サービス国内シェア：第１位 シェア42.0％
宅急便年間取扱数量：約20億個

財
務
資
本

物
流
資
本

知
的
資
本

人
的
資
本

社
会
・
関
係
資
本

Oneヤマトとして結集
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国内物流の市場規模

21.4兆円 (※1)

(※1)物流17業種に関する調査を実施（2019年）（矢野経済研究所）より、物流17業種の2017年度推計値。
物流17業種・・・
海運、システム物流事業、特別積合せ運送、宅配便（国内）、普通倉庫、フォワーディング、一般港湾運送、冷蔵倉庫、引越、航空貨物輸送、鉄道利用運送、軽貨物輸送、国際宅配便、鉄道貨物輸送、
トランクルームおよび周辺事業、バイク便輸送、納品代行

(※2)会社四季報業界地図2021年度版 より当社、宅配便、s峰号物流、国際物流、路線トラック、３PLの主要企業の売上高合計
(※3)会社四季報業界地図2021年度版 より当社、SGホールディングス、日本郵便の売上高合計

宅配事業

４.8兆円(※3)

物流事業

11.3兆円 (※2)

陸運・物流事業

https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/2167
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持続可能性・成長性

大きく変化しつつある社会的課題と課題に向き合うヤマトが抱える課題に向き合い、
現在そして未来のお客様や地域のニーズを満たし、社会の発展を支えられる企業であり続ける

お客様の「期待」
「ニーズ」の多様化

産業のEC化の
急進展

総人口の減少と
地域社会インフラの減衰

労働人口の縮小

気候変動と資源減少

社会的な課題

豊かな社会の実現
新型コロナウイルス感染拡大
を契機に全産業のEC化がさ
らに加速

生活様式：さらなるEC化、
非対面を含むｵﾑﾆﾁｬﾈﾙ化

流通構造：在庫・供給
ルートの全体最適化

COVID-19の影響

Oneヤマトに結集した経営資源を最適な形に組み合わせ、
サプライチェーンの変革に向けてEnd to Endで価値提供

中期経営計画に織り込み、
持続的な成長と企業価値の向上を実現

企業理念

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ

経営構造改革ﾌﾟﾗﾝ
「YAMATO NEXT100」

中期経営計画
「ONE ヤマト2023」

社会・環境

法人
企業価値向上
の支援

個人
利便性の向上

全体に価値提供



環境中期計画2023
動き出す、「つなぐ、未来を届ける、グリーン物流」。一人一人が主役のヤマト環境変革

社会中期計画2023
共創による、フェアで、“誰一人取り残さない“社会の実現への貢献
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サステナブル中期計画2023（2023年目標）
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FTSE,Bloomberg ESGスコア 3.5

持続的な成長と持続可能な社会の発展の両立に向け、多様
なステークホルダーの意見も踏まえた環境・社会分野のビジョン
を改めて策定し、対応すべきマテリアリティ（重要課題）を特
定しました。



１．お客様、社会のニーズに正面から向き合う経営への転換

➢ 顧客セグメント単位の体制で、お客様のニーズに応える
➢ 経営システムの転換（意思決定プロセスのスピードアップ）
➢ 経営と第一線の距離を縮め、グループの総力を結集＝Oneヤマト

急増するEC荷物、法人領域物流に
全て宅急便で対応するには限界
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戦略①

ヤマトグループの「宅急便中心の経営構造」をデジタル起点で抜本的に見直し、
データ・ドリブン経営を基盤として、新しい「運ぶを創る」ことにより高い成長と利益率を両立

課題：経営資源・資源配分戦略

基本戦略

ヤマトグループが変えなければならない課題

宅急便を
中心とした
経営構造

勘と経験に依った
属人的な業務が多く

素早い意思決定を行える
経営の仕組みが弱い

「全員経営」の
ヤマトの良き風土が

埋没

戦略

経営
システム

組織・
風土

宅急便中心の「戦略」、「経営システム」、「組織・風土」が
お客さまや社会の期待やニーズに応えられなくなってきた

経営構造改革プラン 「YAMATO NEXT100」

２．データ・ドリブン経営への転換

➢物流オペレーション全般をデジタル化・効率化し、
第一線がお客様に深く向き合える環境を整備する

➢需要や業務量の予測精度を高め、経営資源の配置を最適化
➢経営を見える化し、経営判断をより俯瞰して客観的かつ科学的に決定

３．共創により物流のエコシステムを創出する経営への転換

➢ 「 自ら運ぶ」だけでなく、パートナーとも連携し、新たな「運ぶ」を創り出す
～｢運送業｣から「運創業」への転換～
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戦略②

経営構造改革の推進スピードをさらに上げるため、以下の9つの重点施策に取り組んでいく
お客様・社会のニーズに正面から向き合い、課題対応していくことで、顧客・社会・株主のステーク
ホルダーに対して価値を提供しつづける

宅急便の
デジタルトランスフォーメーション

３つの事業構造改革

３つの基盤構造改革

（２）グループインフラの強靭化

９つの主要取組事項

（３）法人事業の強化

（４）「ECエコシステム」の最適解の創出

（５）データ戦略とイノベーション戦略の推進

（６）経営体制の刷新とガバナンスの強化

（７）「運創業」を支える人事戦略の推進

（８）資本効率の向上

（９）サステナブル経営の強化

（１）データ分析に基づく経営資源の最適配置

ECエコシステムの確立

法人向け物流事業の強化

グループ経営体制の刷新

データ・ドリブン経営への転換

サステナビリティの取組み
「環境と社会を組み込んだ経営」

ヤマトグループが創出する価値

宅急便を安定した収益基盤に

ECと法人領域で成長を実現

大幅なコスト改善を実現

実現可能性を高める仕組み

資本効率重視の財務戦略

サステナビリティの取組み



8

（３）法人事業の強化

サプライチェーン全体の変革を支援するパートナーへ
～「Oneヤマト」で経営資源を活用し、最適なソリューションを提供
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（４）「ECエコシステム」の最適解の創出

EC事業者と生活者をつなぐ、新たな“運ぶ”を創る
～ECの物流に“デジタル”を活用した新たな価値創造を図る
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成果と重要な成果指標

課題：資本コストに対する認識、企業価値創造の達成度評価

～成長イメージ～

➢ 2024年3月期のターゲット

投資

成長
投資

1,000億円
1,000億円

財務

営業収益

営業利益
営業利益率
当期純利益

ROE

2兆円

1,200億円
６％

720億円

10％以上

IT/デジタル
物流NW革新

2,000億円経常投資

4,000億円合計

環境・社会

GHG*1排出量：2021年3月期比10%削減*2

GHG排出原単位： 2021年3月期比10%削減*2

再生可能エネルギー由来電力：30%使用
*1 温室効果ガス
*2 国内連結および（株）スワンの自社排出

社員*31人あたり営業収益向上：
2021年3月期比16%増加
社員1人あたり残業時間：2021年3月期比20%削減
有給休暇取得率：90%
*3 換算人員

重大交通事故件数*4：0件
交通事故（対人事故）件数：
2020年3月期比50%削減
重大労働災害件数*5：0件
休業災害度数率：2020年3月期比20%削減
*4 有責死亡交通事故 *5 死亡労働災害
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ガバナンス

経営の透明性を高めるため、取締役会の諮問委員会として、社外取締役が半数以上を
占める指名報酬委員会を設置するとともに、業務執行に係る迅速な意思決定を行うため、
執行役員制度を採用

✓取締役会の実効性評価
-全ての取締役および監査役に対して取締役会の構成や運営状況に関するアンケートを毎年実施
-その結果に基づき取締役会の運営状況、審議状況等の実効性について評価
-2020年3月期：議長（取締役会長）によるインタビューを実施
-課題を取締役会で共有することで、改善に向けた対応策の検討・実行に務めている

利益分配の方針役員報酬制度設計

成長性（営業収益）と収益性（営業利益率）および、財務の健全性
（キャッシュ創出状況、保有現預金、自己資本比率の水準）、投資の進
捗状況、資本効率等を踏まえ、安定的な配当を基本（DOEを意識）と
した、適時適切な資本政策により、株主価値向上を実現する

ROE：10％以上、配当性向：30％以上、総還元性向：50％以上

➢固定：基本報酬
➢変動：短期業績連動（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ）＋中長期業績連動（株式）
【制度設計の考え方】
-競争力のある報酬水準であること
-企業価値・株主価値向上を重視した報酬制度であること
-公平・公正な報酬制度であること


